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独立行政法人日本原子力研究開発機構 東濃地科学センターにおいては，「地層処分技術に関する

研究開発」のうち深地層の科学的研究（以下，地層科学研究）を実施している。地層科学研究を適正か

つ効率的に進めていくため，研究開発の状況や成果，さらに今後の研究開発の方向性について，大学，

研究機関，企業の研究者・技術者等に広く紹介し，情報・意見交換を行うことを目的とした「情報・意見交

換会」を毎年開催している。 

本資料は，平成 22 年 10 月 19 日に岐阜県瑞浪市で開催した｢平成 22 年度 東濃地科学センター 地

層科学研究 情報・意見交換会｣にて用いた発表資料を取りまとめたものである。 
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Japan Atomic Energy Agency (JAEA) at Tono Geoscience Center (TGC) has been conducting a 

geoscientific studies in order to establish a scientific and technological basis for the geological disposal of 

HLW. Information and Opinion Exchange Conference on Geoscientific Study has been held by TGC 

annually. The conference provides technical information and an opportunity for peer review and exchange 

of opinions on the geoscientific studies conducted at TGC. Research specialists and engineers from 

Japanese universities, research organizations and private companies usually participate in the conference. 

This document compiles research presentations, posters of the conference at Mizunami on October 19th, 

2010. 
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1. はじめに 

 

独立行政法人日本原子力研究開発機構（以下，原子力機構）は，原子力発電環境整備機構による高

レベル放射性廃棄物の地層処分事業および国による安全規制の両面を支える技術基盤を継続的に強

化していくため，他の研究開発機関と連携して基盤的な研究開発を進めている１）。東濃地科学センター

では，｢地層処分技術に関する研究開発｣のうち「深地層の科学的研究（以下，地層科学研究）」を進めて

いる。 

東濃地科学センターで実施している地層科学研究を適正かつ効率的に進めていくため，研究開発の

状況や成果，さらに今後の研究開発の方向性について，大学，研究機関，企業の研究者・技術者等に

広く紹介し，情報・意見交換を行うことを目的とした「東濃地科学センター 地層科学研究 情報・意見交

換会」（以下，｢情報・意見交換会｣）を毎年 1 回開催している。 

今年度の「情報・意見交換会」（平成 22 年 10 月 19 日）では，地層処分の安全確保の論拠を支える知

識ベースを適切に管理するための JAEA 知識マネジメントシステム（JAEA KMS）の開発状況と平成 21 年

度までに進めてきた｢地層処分技術に関する研究開発｣の成果を Web 上に取りまとめた CoolRepH22 に

ついて報告するとともに，地層科学研究に関する今後の研究計画について報告し，大学・研究機関・企

業の技術者・研究者等と意見交換を行った。また，翌日の平成 22 年 10 月 20 日には瑞浪超深地層研究

所の深度 300m 水平坑道の見学会を開催した。 

本資料は，平成 22 年 10 月 19 日に開催した「情報・意見交換会」の報告資料を取りまとめたものであ

る。 

 

 

参考文献 

1） 資源エネルギー庁，日本原子力研究開発機構(2009)：高レベル放射性廃棄物の地層処分基盤研究

開発に関する全体計画（2009 年 7 月）平成 20 年度版 
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2. 「情報・意見交換会」の概要 

 

平成 22 年 10 月 19 日に岐阜県瑞浪市の地域交流センター「ときわ」において，「平成 22 年度 東濃地

科学センター 地層科学研究 情報・意見交換会」（以下，｢情報・意見交換会｣）を開催した。「情報・意見

交換会」での報告内容は，1）「全体概要 地層科学研究の現状」，2）「JAEA 知識マネジメントシステム

（KMS）の開発成果および H21 年度までの成果取りまとめ（CoolRepH22）に関する報告」および 3）「今後

の研究計画」 の 3 部構成とし，それぞれ以下の 2.1 に示す表題にて口頭発表の形式で報告した。更に，

ポスター発表の形式で個別研究の成果を詳細に報告した。ポスター発表の表題を 2.2 に示す。また，翌

日の 10 月 20 日には，瑞浪超深地層研究所の深度 300m 水平坑道見学会を開催した。今年度の｢情報・

意見交換会｣のプログラムを表 2-1 に示す。 

 

2.1 口頭発表の表題 

（1) 全体概要 地層科学研究の現状について 

（発表者：結晶質岩工学技術開発グループ 伊藤洋昭） 

（2）JAEA 知識マネジメントシステム（KMS）の開発成果および H21 年度までの成果取りまとめ

（CoolRepH22）に関する報告 

① KMS および CoolRep H22 の全体フレーム 

（発表者：知識化グループ 日置一雅） 

② 地層科学研究の研究事例を用いた KMS の機能紹介 

a) 次世代型サイト特性調査情報統合システム（ISIS）の開発と判断支援エキスパートシステム（ES）の

構築と適用について 

－「深部地質環境の調査・解析・評価技術の基盤の整備」を例として－ 

（発表者：結晶質岩地質環境研究グループ 竹内真司） 

b) 討論モデルの活用方法について 

－地質環境の長期安定性に関する研究（火山・熱水活動に関する調査研究）を例として－ 

（発表者：自然事象研究グループ 石丸恒存） 

（3） 今後の研究計画 

① 超深地層研究所計画 

a) 深部地質環境の調査・解析・評価技術の基盤の整備 

（発表者：結晶質岩地質環境研究グループ 濱 克宏） 

b) 深地層における工学技術の基礎の整備 

（発表者：結晶質岩工学技術開発グループ 松井裕哉） 

② 地質環境の長期安定性に関する研究 

（発表者：自然事象研究グループ 梅田浩司） 

 

（発表者） 
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2.2 ポスター発表の表題 

（1）地質環境の長期安定性に関する研究 

① 調査技術の開発・体系化 

（自然事象研究グループ 安江健一，黒澤英樹） 

② 長期予測・影響評価モデルの開発 

（自然事象研究グループ 浅森浩一，谷川晋一） 

③ 年代測定技術の開発 

（自然事象研究グループ 山崎誠子） 

 

（2）超深地層研究所計画 

① 地質・地質構造に関する調査研究 

（結晶質岩地質環境研究グループ 松岡稔幸） 

② 地下水流動に関する調査研究 

（結晶質岩地質環境研究グループ 尾上博則） 

③ 地下水の地球化学に関する調査研究 

（結晶質岩地質環境研究グループ 水野 祟） 

④ 岩盤力学に関する調査研究 

（結晶質岩地質環境研究グループ 真田祐幸） 

⑤ 第 3 段階の調査研究計画    

（結晶質岩地質環境研究グループ 鶴田忠彦） 

⑥ 瑞浪超深地層研究所における工学技術に関する研究    

（結晶質岩工学技術開発グループ 堀内泰治） 

⑦ 瑞浪超深地層研究所の建設状況  

（施設建設課 見掛信一郎） 

 

（3）共同研究等 

① 産業技術総合研究所との共同研究 －地球化学環境変動要因としての地下微生物の影響評価手法

の技術開発と高度化－ 

（結晶質岩地質環境研究グループ 福田朱里） 

② 京都大学との共同研究 －地質構造発達プロセスに基づく地質モデリング技術の開発－ 

（結晶質岩地質環境研究グループ 田上雅彦） 

③ 地下水中のコロイド試料採取・分析手法の確立 

（結晶質岩地質環境研究グループ 山本祐平） 

 

（4）瑞浪超深地層研究所を利用した研究 

① 断層近傍における能動的揚水実験によって生じた歪変化 

（財団法人地震予知総合研究振興会 東濃地震科学研究所 浅井康広） 

（発表者） 
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表 2-1 ｢平成 22 年度 東濃地科学センター 地層科学研究 情報・意見交換会｣プログラム 

 

「平成 22 年度 東濃地科学センター 地層科学研究 情報・意見交換会」 

－地層処分知識マネジメントシステムの開発と地層科学研究の今後の計画－ 

第 1 日目 ； 10 月 19 日（火） 

1．開会挨拶 

2．全体概要 地層科学研究の現状について 

結晶質岩工学技術開発グループ 伊藤洋昭

3．JAEA 知識マネジメントシステム（KMS）の開発成果および H21 年度までの成果取り

まとめ（CoolRepH22）に関する報告 

(1) KMS および CoolRep H22 の全体フレーム 

知識化グループ 日置一雅

質疑 

 

(2)地層科学研究の研究事例を用いた KMS の機能紹介 

①次世代型サイト特性調査情報統合システム（ISIS）の開発と判断支援エキスパート

システム（ES）の構築と適用について  

－「深部地質環境の調査・解析・評価技術の基盤の整備」を例として－ 

結晶質岩地質環境研究グループ 竹内真司

②討論モデルの活用方法について 

－地質環境の長期安定性に関する研究（火山・熱水活動に関する調査研究）を

例として－ 

自然事象研究グループ 石丸恒存

質疑 

 

4．今後の研究計画 

(1)超深地層研究所計画 

①深部地質環境の調査・解析・評価技術の基盤の整備 

結晶質岩地質環境研究グループ 濱 克宏

②深地層における工学技術の基礎の整備 

結晶質岩工学技術開発グループ 松井裕哉

(2)地質環境の長期安定性に関する研究 

自然事象研究グループ 梅田浩司

質疑 

5．ポスターセッション－個別研究の成果－  

（含；休憩） 

6．全体質疑 

7．閉会挨拶 

12:45～12:50 

12:50～13:05 

 

 

 

13:05～13:35 

 

13:35～13:40 

（休憩 5 分） 

 

13:45～14:10 

 

 

 

14:10～14:35 

 

 

 

14:35～14:45 

（休憩 10 分） 

 

 

14:55～15:20 

 

15:20～15:35 

 

15:35～15:55 

 

15:55～16:05 

16:05～16:50 

 

16：50～17：00 

17：00 

懇談会（会費制にて希望者のみ／場所；瑞浪国際地科学交流館) 17：30～19：00 

第 2 日目 ； 10 月 20 日（水）午前 

瑞浪超深地層研究所 深度 300m 水平坑道見学会 9：30～11：30 
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3. 調査研究発表資料 

 

3.1 全体概要 地層科学研究の現状について 

 

独立行政法人日本原子力研究開発機構 地層処分研究開発部門 

東濃地科学研究ユニット 結晶質岩工学技術開発グループ 

伊藤 洋昭 

 

(1)はじめに 

独立行政法人日本原子力研究開発機構（以下，原子力機構）は，原子力発電環境整備機構による高

レベル放射性廃棄物の地層処分（以下，地層処分）事業と国による安全規制の両面を支えるため，わが

国における原子力の研究，開発および利用を計画的に遂行するために原子力委員会が定める基本的考

え方に則り国が定めた「独立行政法人日本原子力研究開発機構が達成すべき業務運営に関する目標」

（中期目標）1) および「独立行政法人日本原子力研究開発機構の中期目標を達成するための計画」（中

期計画）（以下，中期計画）2)に基づき，地層処分技術に関する研究開発を進めている。東濃地科学セン

ターでは，地層処分技術に関する研究開発のうち深地層の科学的研究（以下，地層科学研究）を進めて

いる。以下に，地層処分技術に関する研究開発の概要および地層科学研究の現状と今後の研究開発の

概要について紹介する。 

 
(2)地層処分技術に関する研究開発の概要 

わが国における高レベル放射性廃棄物の処分方策については，1976 年の原子力委員会において当

面地層処分に重点を置き調査研究を進めることとされ，これを始点として，動力炉・核燃料開発事業団

（以下，動燃事業団（現；原子力機構））をはじめとする研究機関において，地層処分に関する研究開発

を実施してきた。動燃事業団においては，原子力委員会の方針に基づき関係機関と協力しつつ研究開

発を進めた結果として，1992 年に「高レベル放射性廃棄物 地層処分研究開発の技術報告書－平成 3

年度－」3）（以下，「第 1 次取りまとめ」）としてそれまでの研究開発成果を取りまとめた。また 1999 年には，

核燃料サイクル開発機構（現；原子力機構）は，「第 1 次取りまとめ」以降の研究成果を「わが国における

高レベル放射性廃棄物地層処分の技術的信頼性－地層処分研究開発第 2 次取りまとめ－」4）（以下，

「第 2 次取りまとめ」）に取りまとめた。この「第 2 次取りまとめ」は，国において，地層処分の技術的信頼性

が示されているとともに，処分予定地の選定と安全基準の策定に資する技術的拠り所となることが示され

ていると評価され，この「第 2 次取りまとめ」を技術的な拠り所として，2000 年に「特定放射性廃棄物の最

終処分に関する法律」が制定され，それまでの概念評価の段階から事業段階へと移行した。「第 2 次取り

まとめ」以降の研究開発の課題については，実際の地質環境への適用を通じて，あるいは現実の地質環

境条件に基づいて技術の信頼性を確認していくこと，また，現象への理解をさらに深め，データの蓄積や

モデルの改良を進め，処分システムの長期的安全性を評価する手法を確立することにより，地層処分技

術の信頼性をさらに向上させることが重要であることが示された。5）6） 

事業段階における「地層処分研究開発」の役割は，「第 2 次取りまとめ」で示した「わが国における地層

処分の技術的信頼性」をさらに向上させ，処分事業や安全規制の技術基盤を強化していくことにより地層

JAEA-Review 2010-069

－5－



 

 

処分に対する国民的な理解を醸成していくことにある。そのため，原子力機構では，「第 2 次取りまとめ」

以降の研究開発に関し，「実際の地質環境への地層処分技術の適用性確認」と「地層処分システムの長

期挙動の理解」という二つの研究開発目標を設定し，これら二つの研究開発目標に対して，地層科学研

究では，前者については「地質環境特性の調査・評価技術の開発」および「深地層における工学技術の

基礎の開発」，後者については「地質環境の長期安定性に関する研究」という個別の研究課題を設定し

研究開発を進めてきた。 

 

(3)地層科学研究の現状と今後の研究開発 

原子力機構の第 1 期中期計画期間（平成 17 年 10 月 1 日～平成 22 年 3 月 31 日）における深地層の

研究施設計画（超深地層研究所計画）では，深度約 460m までの研究坑道を掘削し，同深度までの調査

研究を進め，得られた地質環境データに基づき，地上からの調査研究で構築した地質環境モデル（地質

構造，水理地質構造，地球化学，岩盤力学）を確認しつつ，地上からの調査技術やモデル化手法の妥

当性の評価を行った。これらを通じ，精密調査における地上からの調査で必要となる技術の基盤を整備

してきた。また，地質環境の長期安定性に関する研究については，精密調査地区の選定において重要と

なる地質環境条件に留意して，天然現象に伴う地質環境の変化を予測・評価するための調査技術の体

系化やモデル開発等を進めた。原子力機構は，これらの成果を含む第 1 期中期計画期間の地層処分技

術開発における研究成果を，国内外の専門家によるレビュー等を通じて技術的品質を確保した包括的な

報告書と知識ベースとして取りまとめ，平成 22 年 3 月に地層処分に関する知識マネジメントシステムのプ

ロトタイプとウェブサイト上に取りまとめた報告書「CoolRepH22」をホームページ上で公開した。 

原子力機構の第 2 期中期計画期間（平成 22 年 4 月 1 日～平成 27 年 3 月 31 日）における地層科学

研究では，以下の二つの計画を定めて，現在，調査研究を進めている。①深地層の研究施設計画を進

め，これまでの研究開発で明らかとなった深地層環境の深度（瑞浪：地下500m程度，幌延：地下350m程

度）までの坑道を掘削しながら調査研究を実施し，得られる地質環境データに基づき，調査技術やモデ

ル化手法の妥当性評価および深地層における工学技術の適用性確認を行う。これにより，平成 26 年度

までに，地質環境の調査手法，地下施設建設に伴う影響範囲のモニタリング手法等の地上からの精密調

査の段階に必要となる技術基盤を整備し，実施主体や安全規制機関に提供する。②地質環境の長期安

定性に関する研究については，精密調査において重要となる地質環境条件に留意して，天然現象に伴

う地質環境の変化を予測・評価するための手法を整備していく。 

 

(4)おわりに 

原子力機構では，今後も地層処分技術に関する研究開発を着実に進めるとともに，成果の公表，深地

層の研究施設等の施設の公開，国内外の研究機関・大学との研究協力を通じて，長期にわたる処分事

業を支えていくための技術の継承や技術者・研究者の育成，地層処分に関する国民との相互理解の促

進に寄与していく。 
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3.2 JAEA 知識マネジメントシステム（KMS）の開発成果および H21 年度までの成果取りまとめ

（CoolRepH22）に関する報告 

3.2.1 KMS および CoolRepH22 の全体フレーム 

 

独立行政法人日本原子力研究開発機構 地層処分研究開発部門 

研究開発統括ユニット 知識化グループ 

日置 一雅 

 

(1)はじめに 

独立行政法人日本原子力研究開発機構（以下，JAEA）は，国が示した中期目標や関連する計画・方

針に従って定めた JAEA の中期計画（平成 17 年 10 月 1 日～平成 22 年 3 月 31 日）1)に基づき，地層処

分技術に関する研究開発として，地層処分研究開発およびその基盤となる深地層の科学的研究を進め

るとともに，地層処分の安全確保の論拠を支える知識ベースを適切に管理するための JAEA 知識マネジ

メントシステム(JAEA KMS)2)を開発するとともに,中期計画にしたがって平成21年度までに進めてきた地層

処分の研究開発の成果と取りまとめた CoolRepH22※1 を作成し 3)，平成 22 年 3 月末に地層処分研究開

発部門ホームページで公開した 4)。ここでは，JAEA KMS と CoolRepH22 の概要を紹介する。 

※1：膨大な知識を従来のような大量の紙ベースの文書として取りまとめるのではなく，最新の知識工学や情報工学の

技術を活用することで環境に優しい（紙資源を節約する）形態で展開することから，「クールビズ」をもじって

CoolRep と命名したもの。平成 22 年 3 月までに取りまとめられた研究開発成果を CoolRepH22 と呼ぶ。 

 
(2)JAEA KMS の概要 

放射性廃棄物の地層処分の特徴は，将来数万年といった極めて長い時間を対象として安全性を確保

しようとする点にある。こうした超長期にわたる地層処分の安全性は，実際に体験することができないため，

地層処分の安全性と信頼性に関する議論と証拠の統合であるセーフティケースと呼ばれる考え方に基づ

く説明によって，安全に対する社会の理解を得ていく必要があることが広く認識されつつある 5)。 

地層処分の安全性を示すための論拠には，多くの学問分野の多量の知識が関わる。また，関連する

知識は数十年以上にわたる処分事業期間を通して増加し続けると考えられる。こうした地層処分における

知識を安全性の説明の枠組みの中で位置づけ，関係者間で共有することが重要であり，そのための新た

な場（プラットフォーム）の構築が求められる 6)。 

そのため，JAEA KMS（プロトタイプ）には，安全性の説明の観点からそれらがどのように利用されるのか

を透明性をもって示し，関係者が議論していくため，「地層処分は長期的に安全である」といった主張に

関する説明を，主張の根拠となる様々な「論証」とそれに対する「反証」の連鎖（討論モデル）を構築・編集

するツール（討論モデルエディタ）7)を基幹となるマネジメント機能として開発した。また，論証の根拠を蓄

積していくために必要な計画の立案，調査・解析・評価に関する経験やノウハウを蓄積・活用していくため

のエキスパートシステム 8)およびエキスパートシステム開発インターフェース 9)，失敗事例などを蓄積した

事例ベース 10)，地質環境調査などのマネージャーが最新の地質環境モデルを把握し，計画立案やそれ

に基づき実施される調査の進捗状況などの情報の把握を支援するマネジメントコクピット 11)，性能評価な

どを行いながら報告書を取りまとめていくことを支援する電子レポートシステム 12)などのマネジメント機能を
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開発した。これらの機能は，関係者が双方向にコミュニケーションすることが可能なよう，ウェブを介した編

集を可能にするとともに，グループウェアの機能も搭載した 13)。※2 これらのマネジメント機能により，知識ベ

ースに蓄積した研究開発で得られたデータ，ソフトウェア，情報，報告書などのみならず，専門家の経験

やノウハウなどを引き出し，活用することを可能とした。 

また，地質環境の調査・理解に関わる知識には，このような暗黙知に類するものが多々あり，深地層の

研究施設計画で得られた研究開発成果などを如何に活用できるようにするかが重要である。こうした成果

は，地層処分場の候補地点においてその地質環境を調査する際に最大限利用できるようにしておくため，

JAEA KMS の機能のうち，地質環境調査の計画立案，調査・解析の実施などを支援する機能（エキスパ

ートシステム開発インターフェース，エキスパートシステム，事例ベース，地質環境調査マネジメントコクピ

ット） など を統合 した ，次世代型サ イト特性調査情報統合 シス テム（ Information Synthesis and 

Interpretation System; ISIS）を構築しているところである 13)。※3 

※2：地層処分研究開発部門のホームページで公開している JAEA KMS は，情報セキュリティの観点から，Read Only と

なっている。 

※3：資源エネルギー庁受託事業「地質環境総合評価技術高度化開発」で実施している。 

 
(3)CoolRepH22 の概要 

 CoolRepH22 は，ウェブサイト上のレポートであり，セーフティケースの作成に資する知識基盤を提供す

るという観点から研究開発の最新の状況や今後の研究開発の方向性などを提示して，ステークホルダー

の要求に応じて，地層処分に関連する知識や情報をスムーズに提供することを目指したものである。この

目的のため，CoolRepH22 の構造を以下のようにした。 

 セーフティケースを念頭において作成した「本文」（地層処分のセーフティケースを支援するための知

識ベース） 

 研究開発分野ごと（深地層の科学的研究，性能評価研究，工学技術，TRU 廃棄物）の研究開発の成

果の概要を示した「カーネル」※4 

 「本文」および「カーネル」から，ハイパーリンクを介して接続される個々の研究開発成果（例えば，より

詳細な技術的情報を提供する報告書，ビデオやアニメーションなどの可視化支援資料，レビューや

品質保証に関するすべての資料，関連するウェブサイトなど） 

※4：中期計画期間の成果を中心に研究開発の状況を簡潔に取りまとめるもの。「性能評価」，「処分場の工学技術」，

「深地層の科学的研究」，「知識マネジメントシステム」，「品質マネジメントシステム」について作成することとして

いる。 

 このような構造と技術的深さに応じたハイパーリンクの階層化により，ステークホルダーがそれぞれの立

場から必要とする情報の提供，要約の中の関連する場所（テキスト文書）から技術的な情報へのアクセス

することにより，「見たいものがすぐに見られる」ことによる理解の効率化などを可能とした。 
 

(4)まとめ 

原子力機構は，平成 22 年 3 月に，JAEA KMS（プロトタイプ）および CoolRepH22 を公開した。今後は，

プロトタイプの運用，維持，管理を行い，ユーザーの意見を集約しつつ，知識の拡充と機能の改良を図っ

ていく予定である。 
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3.2.2 地層科学研究の研究事例を用いた KMS の機能紹介 

3.2.2.1 次世代型サイト特性調査情報統合システム（ISIS）の開発と判断支援エキスパートシステム（ES）

の構築と適用について －「深部地質環境の調査・解析・評価技術の基盤の整備」を例として－ 

 

独立行政法人日本原子力研究開発機構 地層処分研究開発部門 

東濃地科学研究ユニット 結晶質岩地質環境研究グループ 

竹内 真司 

 

(1)はじめに 

地層処分事業における地質環境調査には，処分場の設計や安全評価に用いるための多岐にわたる

データ・情報を一貫性と整合性をもって提供していくことが求められ，調査計画の立案から，調査・解析の

実施，結果の評価といった作業を適切に進めることが必要である。地質環境調査は処分事業計画に沿っ

て段階的に進められ，この過程で，新たに取得されるデータ・情報を踏まえて柔軟に計画を更新し，常に

調査全体をその目的に照らして最適なものとしていくことが重要である。また，地質環境調査に関わる上

記作業においては，経験を積んだ多様な専門家のノウハウ・判断根拠が大きな役割を果たす。こうしたノ

ウハウ・判断根拠は，一般に専門家に暗黙知として蓄積されており，これを有効に活用することが，作業

を適切かつ効率的に進めるうえで不可欠である。地質環境調査によって得られたデータや情報が地層処

分の長期安全性を論ずるための基礎となることから，それらの信頼性を確かなものとするためには，こうし

たノウハウや判断根拠が透明性と追跡性を持って示されることも重要である。このため長期にわたる処分

事業において，専門家の経験やノウハウ・判断根拠を可能な限り明示的に取り込みながら，これを利用し

て地質環境調査を最適なものとしていくための技術の開発が必要となる。以上のような観点から，原子力

機構では，「次世代型サイト特性調査情報統合システム」(ISIS: Information Synthesis and Interpretation 

System)の開発を進めている1)。本報告では，開発したISISの全体概要とその中核をなす判断支援エキス

パートシステム（ES）の内容および原子力機構が実施してきた地上からの調査研究の経験やノウハウを基

に作成したESについて，コンピュータによるデモンストレーションを交えて紹介する。 

 
(2)システム開発の基本的考え方 

ISISの開発においては，まず地質環境調査で主要な要素と考えられる①地質環境モデルの構築，②

地質環境モデルに基づく調査計画の立案，③調査計画に基づく調査・解析の実施に関して，これらの関

係を明確にしたうえで，異なる分野の専門家が常に情報を交換し調査の進展を確認することができるよう，

上記，①から③の作業の流れをコミュニケーションツール（ISISマネジメントコクピット）の中で結合した。次

に，こうした作業を支援するための知識として，これまで原子力機構を始め国内外で地層処分の観点から

実施された地質環境調査などにおけるノウハウ・判断根拠などの暗黙知を第三者が共有し利用できるよう

に文章や図表などを用いて表出化した。具体的には，原子力機構が進めている二つの深地層の研究施

設計画や沿岸域プロジェクト2)および国内外の調査事例に関する様々なノウハウ・判断根拠を，専門家へ

のインタビュー1)なども交えてタスクフローや意思決定プロセスとして表出化した。こうして整理した知識を

IF-THEN形式（もし～であれば，～する，という形式）で表現したルールベースとして整理した。さらに，

IF-THEN形式では表現できないものの，地質環境調査で想定される種々の問題を解決するうえで類似
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例として活用できるものについては事例ベースとして整備した。これらを基に，地質環境調査に関する一

連の作業や意思決定などを支援するためのESを構築した。ESの構築にあたっては，上述した暗黙知の

表出化に関する知識の獲得と再利用の困難さなど3)を克服するため，エキスパートシステム開発用インタ

ーフェイス（以下，インターフェイス）も作成した。 

 

(3)ES の構築例 

これまでの深地層の研究施設における地表からの調査研究の経験などを基に，①地質環境モデルの

構築，②地質環境モデルに基づく調査計画の立案，③調査計画に基づく調査・解析に関する手順や判

断根拠などに関してIF-THEN形式でルール化し，これをインターフェイスに入力することでESを構築した。

これまでに，①に関しては水理地質／地下水流動モデル，岩盤力学モデル，地球化学モデルなどの構

築に関するESを，②に関しては，全体計画立案および地下水の採水調査計画立案に関するESを，さら

に③については，地下水の採水調査の実施に関するESをそれぞれ公開するとともに，その他の項目の

ESについても継続的に構築し，順次公開することとしている。ESの構築により，地質環境調査の関係者

（実施機関，規制機関，研究機関，大学など）が地質環境モデルの構築，計画策定および調査の実施か

ら成る一連の地質環境調査を効率的に実施可能となることが期待される。 

また事例ベースについては，国外の事例を中心に70件余りの事例について整理し，地質環境調査に

関わる種々の問題の解決に活用可能な状況である。 

一方，構築したESの手法や判断根拠などの内容の妥当性については，インターフェイスのコメントパッ

ド機能を用いることで，関係者が意見を書き込み，作成者が回答するなど，WEB上での議論が可能な機

能を備えている。さらに，大学や研究機関，さらには国際ワークショップの場などを利用して内容に関する

ご意見やコメントをいただき，これらを適宜，反映することとしている。 

 

(4)まとめ 

段階的に得られる地質環境情報や様々な条件の変化に応じて，適宜計画等の最適化を支援するため

の次世代型サイト特性調査情報統合システム（ISIS）を開発してきた。ISISの開発は，主として地質環境の

モデル構築や調査計画の立案，調査・解析の実施に関する意思決定や判断根拠などに関する知識につ

いて知識工学的な手法を適用して暗黙知を表出化するとともに，表出化した暗黙知のルールベースや事

例ベース化を行うことでESを整備している。構築したシステムは，様々な場面で処分事業，安全規制，大

学関係者などが利用可能なシステムとなっている。 

今後はユーザーとの意見交換を通して，利便性の向上や知識の信頼性の向上を継続的に実施すると

ともに，コミュニケーションツール（マネジメントコクピット）の改良を行っていく予定である。 

 

※本研究は，経済産業省委託事業「地質環境総合評価技術高度化開発」の成果の一部である。 
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3.2.2.2 討論モデルの活用方法について －地質環境の長期安定性に関する研究（火山・熱水活動に関

する調査研究）を例として－ 

 

独立行政法人日本原子力研究開発機構 地層処分研究開発部門 

東濃地科学研究ユニット 自然事象研究グループ 

石丸 恒存 

 

(1)はじめに 

地層処分研究開発部門では，平成 22 年 3 月に第 1 期中期計画（平成 17 年度～21 年度）の研究成

果取りまとめ（CoolRep H22）とともに，世界に先駆けて開発した知識マネジメントシステム（JAEA KMS）の

プロトタイプを原子力機構ホームページ（http://www.jaea.go.jp/04/tisou/toppage/top.html）上に公開し

た。JAEA KMS は，地層処分技術の知識に関わる生産，利用，保存・更新，伝達といった種々の作業を

支援するため，「知識ベース」と「マネジメント機能」で構成されている。本発表では JAEA KMS の「マネジ

メント機能」のうちの一つである「討論モデル」を用いて，地質環境の長期安定性に関する研究のうち，火

山・熱水活動に関するこれまでの研究成果や CoolRepH22 の一部を織り込みながら，その活用方法につ

いて例示的に紹介する。 

 

(2)「討論モデル」の概要について 

討論モデルは，「地層処分は長期的に安全である」という最上位の命題に対して，これに必要な主張の

階層構造を想定し，そこから個々の要件の成立の根拠となる「論証」と，ある論証に対して考えうる「反証」

との連鎖で，安全性の論理構造を表現したものである。換言すれば，討論モデルは，様々なレベルの質

問・回答（Q&A）を階層的に構造化して示せるようにしたものと言うことができる。討論モデルは，単なる

「論証」の流れだけではなく，「論証」と「反証」の連鎖を示すことにより，安全性を向上するための道筋とと

もに，安全性を阻害する要因（課題）をマップ状に可視化することが可能になり，安全性に関わる論理をよ

り頑健なものとする。この討論モデルは，JAEA KMS の「マネジメント機能」のうち，討論モデルエディタ

（Scarab）を用いて，ウェブを介して※，関係者が論証と反証の連鎖を議論形式で追加・編集することが可

能である。それぞれの論証は，それに関する論拠や，証拠を蓄積するための調査・解析技術に関する知

見などについて，「知識ベース」内の情報（例えば，報告書や論文）とリンクさせることにより閲覧ができるよ

うになっている。この討論モデルは，ある主張とそれに対する論証の信頼性を向上させる観点から，ある

いは安全性に関する課題を解決する観点から，関係者間で相互に利用・活用することにより，現状認識

の確認や情報を共有するツールとして有効なものとなる。 

※：情報セキュリティと履歴管理の観点から，ID とパスワードで管理されている。 

 

(3)「討論モデル」の活用例について 

地質環境の長期安定性に関する研究では，これまで地下深部の地質環境に影響を及ぼす可能性の

ある地震・断層活動，火山・熱水活動，隆起・侵食，気候・海水準変動などの個別の天然現象を対象に，

主に地上からの調査に関わる技術基盤の整備のための「調査技術の開発・体系化」を進めてきた。また，

地質環境特性に関わる安全性評価のための「長期予測・影響評価モデルの開発」，共通基盤技術として
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の「年代測定技術の開発」も合わせて進めてきている。 

本発表では，サイト選定過程における文献調査から概要調査計画に至るまでの段階を想定し，「火山・

熱水活動の影響を回避する」という考慮事項を例題として取り上げ，ジェネリックに事前に想定できる事項

について論証と反証の流れ（討論モデル）を例示的に示す。合わせて，各論証を裏付けるために，これま

でに地質環境の長期安定性に関する研究で進めてきた「調査技術の開発・体系化」に関連する研究成

果（適用事例）がどのように活用できるのか紹介する。討論モデルの活用例では，例えば，全国を一律に

評価する事項として「第四紀火山の中心から半径 15km の円の範囲内にある地域は含めないように概要

調査地区を選定している」という論証に対しては，「既存の第四紀火山が分布している以外の場所で，マ

グマ活動が起こることがあるのではないか」という反証を追加して，さらにこれに答える形で論証の展開を

試みるとともに，論証の根拠となる知見（例えば，地下深部のマグマ・高温流体等の調査技術）とリンクさ

せた。また，現在取り組んでいる研究課題（例えば，ウラン・トリウム・ヘリウム法による年代測定技術）が，

どのような論証を裏付けることを目指しているのかについても例示的に示した。 
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4. 今後の研究計画 

4.1 超深地層研究所計画 

4.1.1 深部地質環境の調査・解析・評価技術の基盤の整備 

 
独立行政法人日本原子力研究開発機構 地層処分研究開発部門 

 東濃地科学研究ユニット 結晶質岩地質環境研究グループ 

濱 克宏 

 

(1)はじめに 

超深地層研究所計画 1），2）は，現在，第 2 段階（研究坑道の掘削を伴う研究段階）の調査研究を実施し

ているところであり，平成 22 年度から第 3 段階（研究坑道を利用した研究段階）の調査研究を開始する 3）。

これまで，第 1 段階取りまとめ報告書 4）を中心として，研究開発報告書，論文，学会発表などを通じて研

究成果を取りまとめ，公表してきた。 

一方，原子力機構の第 1 期中期計画期間（平成 17 年 10 月 1 日～平成 22 年 3 月 31 日）における研

究成果については，「CoolRepH22」として取りまとめ，ウェブサイト上で公開している。 

第 3 段階の調査研究の計画や第 2 期中期計画（平成 22 年 4 月 1 日～平成 27 年 3 月 31 日）の策定

にあたっては，第 1 段階と第 2 段階の調査研究の成果に基づき解決すべき課題を明確にするとともに，

海外の研究事例を参考にしつつ，調査研究計画を具体化した。 

本報では，第 2 段階のこれまでの主な研究成果および第 3 段階の研究計画を紹介する。 

 

(2)研究坑道の掘削を伴う研究段階（第 2 段階）の概要 

1)第 2 段階の目標 

①研究坑道の掘削を伴う調査研究による地質環境モデルの構築および研究坑道の掘削による深部地質

環境の変化の把握 

②研究坑道の施工・維持・管理にかかわる工学技術の有効性の確認 

③研究坑道を利用した研究段階の調査研究計画の策定 

2)第 2 段階の主な成果 

超深地層研究所の研究坑道は，主立坑（直径 6.5m）と換気立坑（同 4.5m）の 2 本の立坑と，2 本の立

坑をつなぐ予備ステージおよび詳細な調査研究を実施するための水平坑道群からなる。 

超深地層研究所の研究坑道については，平成 16 年から本格的な掘削が開始され，平成 22 年 10 月

現在，主立坑および換気立坑とも深度約 460m まで掘削が進んでおり，当該深度までの水平坑道の掘削

が概ね完了している。第 2 段階においては，第 1 段階と同様に，段階的に調査研究を進めながら，地質

環境の調査・解析・評価技術の信頼性や適用性などを確認してきた。その過程で地質環境の理解や取

得する地質環境情報の精度の向上を図りつつ，地質環境モデルの妥当性の確認や調査・解析・評価技

術の改良を進め，実際の地質環境に適用可能な技術として体系的に整備してきている。 

以上のような技術の整備のために，地質・地質構造調査（坑壁地質調査など），岩盤の水理調査（坑内

湧水量の観測など），地下水の地球化学調査（地下水の化学分析など），岩盤力学調査（岩盤の初期応

力測定など）を実施してきている。さらに，主立坑の深度 180m および換気立坑の 191m の坑底からは，地
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表からの深度が 500m を超える深さまでのパイロットボーリング調査を実施したほか，研究坑道内および地

表から掘削したボーリング孔を用いた地下水圧および水質のモニタリングなどを継続実施している。 

これまでの調査研究の結果，研究所用地およびその周辺には高角度傾斜の NNW 走向の断層が卓越

しており，そのうち主立坑で確認された断層は，地下水の流動を規制する低透水性の断層であることが確

認されている。また，花崗岩中においては，低角度傾斜の割れ目が卓越する領域（上部割れ目帯）が深

度 460m 付近まで分布し，それ以深は比較的割れ目頻度の低い下部割れ目低密度帯が分布すること，

上部割れ目帯のうち深度約 200～250m の間には，低角度傾斜の割れ目の集中帯が分布し透水性構造

として機能していることが確認されている。さらには，地下水の塩化物イオン濃度などの水質の深度依存

性なども把握されている。 

これらの成果を基に，地表からの調査・解析・評価技術の有効性を確認してきており，例えば，地層処

分事業に対しては，概要調査や精密調査における地質環境調査計画の立案，調査の実施，地質環境モ

デルの構築などの技術として提示できると考えられる。また，安全規制については，安全審査に向けた指

針・基準などの整備に活用できると考えられる。 

 

(3)研究坑道を利用した研究段階（第 3 段階）の研究計画 

1)第 3 段階の目標 

①研究坑道を利用した調査研究による地質環境モデルの構築および研究坑道の拡張による深部地質

環境の変化の把握 

②深地層における工学技術の有効性の確認 

2)第 3 段階の調査研究の概要 

本段階においては，調査研究の対象となる深部地質環境の特性を把握するばかりでなく，その地質環

境中において生じる様々な現象（坑道掘削が周辺岩盤に与える影響，物質移動など）の理解にも重点を

おいた調査研究を実施する。これらの深部地質環境に関する情報を三次元的に取得・蓄積し，研究坑道

周辺の地質環境特性に関する推定結果の妥当性を評価する。あわせて，推定に用いた地質環境モデル

（ブロックスケール（数十～数百 m 四方程度）およびサイトスケール（数 km 四方程度）の妥当性や解析手

法の有効性なども評価する。 

また，その評価結果を踏まえ，それぞれの分野における各スケールの地質環境モデルおよび適用した

調査・解析・評価手法について高度化を図る。本段階においては，とくに地下深部において生じる様々な

現象を理解するための調査・解析・評価技術の妥当性について確認することも重要である。さらに，深部

地質環境の評価に至る一連のプロセスの繰り返しをとおして，評価すべき項目やその重要度を明確にす

るとともに，調査の種類・量，解析・評価の手法と結果の精度との関係を整理する。この結果を踏まえ，最

終的には，深部地質環境の特性を把握するための調査・解析・評価技術を段階的に整備する。また，本

段階の調査研究に必要な調査技術や調査機器についても適宜，開発を行う。具体的な調査研究課題は

以下のとおりである。 

 

●地質構造の三次元分布の把握 

第 2 段階において推定した，地下水流動や水質に影響を与える断層，割れ目，変質帯などについて，

研究坑道の拡張に伴う坑壁地質調査，物理探査および坑道からのボーリング調査結果と，第 2 段階にお
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ける研究坑道周辺の地質・地質構造の推定結果との比較により，第 2 段階において構築した地質構造モ

デル（ブロックスケール）の妥当性を確認する。 

●地下水の流動特性の把握 

研究坑道の拡張に伴う地下水位や間隙水圧などの観測および研究坑道から掘削するボーリング孔に

おける水理試験により，研究坑道周辺における主要な地質構造要素および花崗岩の水理特性を詳細に

把握する。また，これらの実測データと第 2 段階における推定結果とを比較し，同段階において構築した

水理地質構造モデル（ブロックスケール）や解析手法などの妥当性を評価する。この評価結果を踏まえ，

水理地質構造モデル（ブロックスケール）の更新と境界条件の見直しを行い，研究坑道周辺における地

下水流動に関する解析精度の向上を図る。 

●地下水の地球化学特性の把握 

研究坑道から掘削するボーリング孔および既存ボーリング孔における地下水採水や化学分析などを継

続し，深部地下水の地球化学特性の三次元分布を把握する。これらの実測データと第 2 段階における推

定結果とを比較し，同段階までに構築・改良した地球化学モデル（ブロックスケールの水質形成モデル）

や解析手法などの妥当性を確認する。 

●物質移動の遅延効果の把握 

岩芯を用いた室内試験などにより，花崗岩中の物質移動経路や収着・拡散特性などを評価するととも

に，研究坑道周辺において，花崗岩中における物質移動・遅延現象を把握するためのトレーサー試験な

どを実施する。さらに，花崗岩中における物質移動・遅延現象を把握するために必要な地下水中のコロイ

ド，有機物，微生物に関するデータを取得する。 

●地下空洞周辺の力学・水理状態の把握および地下の温度環境の把握 

割れ目の頻度や透水性などの地質環境条件が異なる岩盤を対象に，新規水平坑道の拡張を実施し，

坑道掘削に伴う坑道周辺岩盤の水理特性および力学特性の変化や熱特性などを把握する。これらの実

測データと第 2 段階までにおける予測結果とを比較し，同段階において構築した地下水流動モデルや岩

盤力学モデル（ブロックスケール）や解析手法などの妥当性を評価する。また，研究坑道における変位計

測などを継続し，坑道周辺岩盤の長期的な安定性を評価するとともに岩盤の破壊現象（山はねなど）を把

握する。これらの結果を踏まえ，岩盤力学モデル（ブロックスケール）を更新し，坑道周辺岩盤の力学挙

動などに関する解析精度の向上を図る。 

 

(4)研究成果の反映 

第 1 段階，第 2 段階，第 3 段階の各段階において「概念の提示→計画の立案→調査の実施→データ

の解釈→モデル化・解析→解析結果の評価→不確実性の評価→重要な要素の特定」というプロセスを

繰り返して調査研究を進め，段階的に地質環境特性に関する不確実性を低減することにより，結晶質岩

の地質環境を合理的に調査・評価するための体系的な方法論を提示していく。これらの成果は，地上か

らの調査に関わる技術基盤の確立（地上からの調査技術の検証～地下施設での調査の考え方）および

地下施設を活用した調査に係る技術基盤の確立に役立てられるとともに，地層処分技術の信頼性向上

や安全規制のための研究開発にも活用される。また，一連の調査で取得される深部地質環境に関する

情報や知見などは，国内外の地球科学分野の学術的研究の成果などと合わせて，地下深部における

様々な現象（例えば，地下水による物質の移動など）の理解などにも反映できると考えられる。 
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4.1.2 深地層における工学技術の基礎の整備 

 

独立行政法人日本原子力研究開発機構 地層処分研究開発部門 

東濃地科学研究ユニット 結晶質岩工学技術開発グループ 

松井 裕哉 

 
(1)研究の概要 

本研究では，超深地層研究所計画１）の一環として，結晶質岩を対象とした深度 1,000m 程度までの地

下構造物の設計・建設・維持に対する既存の工学技術の有効性の確認と，今後，必要と考えられる技術

の開発を実施している。 

研究は，地層処分に対する技術基盤の構築という側面も踏まえ，①設計・施工計画技術の有効性の確

認，②掘削技術の有効性の確認，③施工対策技術の有効性の確認，④安全を確保する技術の有効性

の確認の四つの研究課題を設定し，進めている。①は地上からの調査段階で必要となる技術基盤，②，

③は地下構造物の建設段階で必要となる技術基盤，④は地下構造物完成後の操業段階で必要な技術

の基盤となる。 

 

(2)各研究課題と平成 21 年度研究成果の概要 

深度 300m までの研究成果は，既に前年度の情報意見交換会および CoolRep2)などで報告しているた

め，今回は深度 300m から 460m までの研究坑道掘削に伴い得られた成果を概説する。 

①設計・施工計画技術の有効性の確認 

地上からの調査研究段階で実施した超深地層研究所の設計および施工計画の有効性を確認するた

め，坑道掘削中に実施している壁面観察で得られた地質情報等から評価した岩盤等級区分（以下，岩盤

モデル）と設計時のそれとの比較，支保工や岩盤の応力・変形計測結果と設計基準値などとの比較，地

表および研究坑道に設置した地震計等の計測結果と設計時の解析結果等との比較，実際の掘削サイク

ルタイム分析結果と設計時の施工計画との比較などを実施している。 

設計時に設定した岩盤モデルの妥当性評価は，深度 300m までと同様であり，健全な土岐花崗岩中を

掘削している換気立坑部では概ね一致しているが，設計時に想定していなかった断層部が出現している

主立坑では，設計時の岩盤モデルとは大きく異なる。この結果を踏まえ，仮に地上からの調査段階で主

立坑中心にパイロットボーリング調査を実施した場合に，現在，遭遇している岩盤の変形挙動等を予測し

えたか否かの検討を行った 3)。具体的には，深度 180m 付近から掘削したパイロットボーリング調査 4)時の

岩盤等級区分に基づきコアの室内試験を実施し，それらの結果から岩盤モデルを再設定し，数値解析を

実施した。その結果，再設定した岩盤モデルは，現在，主立坑で見られる岩盤状況と対応すること，その

情報に基づき実施した数値解析は現在の主立坑の周辺岩盤の挙動をより精度良く評価し得ることを確認

した。これにより，パイロットボーリング調査の有効性は湧水抑制の観点 5)のみならず，設計に直結する力

学的観点からも示されたと考える。 

②掘削技術の有効性の確認 

深度 300m までと同様，換気立坑側では覆工には非常に微小な変形・応力しか生じていないこと，断層

部が出現している主立坑側でも支保工が変状を生じるような変位・応力が発生していないことから，ショー
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トステップ発破工法や現行の支保工形態（覆工・吹付けコンクリート，鋼製支保工とロックボルトの組み合

わせ）は，極めて安全性の高い掘削方法であることを確認した。 

③施工対策技術の有効性の確認 

施工対策が必要な事象として，空洞の力学的安定性にかかわる突発的事象（高抜けなどの岩盤ブロッ

クの滑動，山はね），地下水にかかわる突発的事象（突発湧水，坑道壁面近傍における高差圧の発生）

などを抽出し，それらの対策技術の検討とその有効性の確認を行っている。 

深度 300～400m 間では顕著な湧水箇所が認められなかったが，パイロットボーリング等で湧水抑制対

策が必要と判断した換気立坑深度 420～428m，444～454m 間のグラウチングにおいて超微粒子セメント

を用いた。これは対象岩盤が低透水性（1Lu 程度～数 Lu）であったためであるが，普通ポルトランドセメン

トで止水が困難な１Lu 程度までの低透水性岩盤を改良できることを確認した。 

④安全を確保する技術の有効性の確認 

空洞安定性確保の観点から，現在，設置している支保工の長期的な変化を把握・評価可能な調査技

術を既往の研究事例から抽出し，瑞浪超深地層研究所に適用可能な技術の選定を行った。 

(3)今後の研究計画 1) 

第 2 期中期計画期間（平成 22～26 年度）において，深度 500m までの研究坑道を整備することから，

第 2 段階の研究として，四つの研究課題について引き続き研究開発を進めていく。具体的には①，②に

ついては研究坑道掘削に伴い得られる情報に基づきこれまでと同様の解析評価を行うとともに，地下構

造物の建設コストの低減という視点からのパイロットボーリング調査や情報化施工を含む合理的な設計・

施工技術の構築を進める。③では，総排水処理量低減のため，さらに高水圧環境下で低透水性（１Lu 以

下）の岩盤に湧水抑制対策を施す可能性も考慮し，湧水抑制対策の技術開発も進めるとともに，深部で

想定される突発事象（山はね高差圧など）への対策について原位置計測などを含む対策工の技術開発

を必要に応じ実施していく。④については，抽出した調査技術の有効性を原位置にて確認するとともに，

地下深部において人的作業が可能な環境を維持管理するための総合的な技術体系の整備をはかる。 

また，第3段階における研究として，地質環境に関する研究とも連携し，地下構造物建設に使われる材

料が周辺地質環境に及ぼす影響を把握・評価する手法開発を目的とした試験研究の結果をふまえ，そ

れらの影響を修復・軽減する技術の開発も順次進めていく予定である。 

参考文献 

1）日本原子力研究開発機構 地層処分研究開発部門 東濃地科学研究ユニット：超深地層研究所 地

層科学研究基本計画，JAEA-Review 2010-016. 

2）日本原子力研究開発機構：CoolRep http://kms1.jaea.go.jp/CoolRep/index.php/kernels/kernel-2/2-/23-/1, 
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3）納多 勝ほか：力学的観点に着目したパイロットボーリング調査の有効性検討，第 65 回土木学会年次

学術講演会講演概要集，pp．127-128（CD-ROM） 

4）鶴田忠彦ほか：瑞浪超深地層研究所における立坑内からのパイロットボーリング調査報告書，

JAEA-Research 2008-098. 
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する考察，JAEA-Technology 2010-026，p.116.
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4.2 地質環境の長期安定性に関する研究 

 

独立行政法人日本原子力研究開発機構 地層処分研究開発部門 

東濃地科学研究ユニット 自然事象研究グループ 

梅田 浩司 

 

(1)はじめに 

日本列島は，プレートの収束帯に位置しており，安定大陸に比べて地殻変動や火成活動が活発であ

ることから，我が国における地層処分の概念は，「長期的な安定性を備えた幅広い地質環境」に「性能に

余裕をもたせた人工バリア」を設置するという特徴を有する。すなわち，第一に自然現象によって地層処

分システムに期待される物理的な隔離機能が損なわれる恐れがないようなサイトを選ぶことが前提となる。

さらに，サイト固有の地質環境や想定されるそれらの長期的な変化を見込んで，合理的な地層処分シス

テムを構築した上で，長期的な安全性を確認することが必要となる。そのため，地質環境の長期安定性

に関する研究では，① サイト選定に必要となる自然現象に関する過去の記録や現在の状況を調査する

ための技術基盤の整備（調査技術の開発・体系化），② 変動シナリオを考慮した安全評価に必要となる

将来の地質環境の変化を予測・評価するための技術基盤の整備（長期予測・影響評価モデルの開発）の

ほか，③ 放射年代測定法やテフロクロノロジー等の編年技術の高度化（年代測定技術の開発）を進めて

いる。 

 

(2)第 2 期中期計画における研究開発の方向性 

原子力機構の第 2 期中期計画（平成 22 年度～平成 26 年度）では，「地質環境の長期安定性に関す

る研究については，精密調査において重要となる地質環境条件に留意して，天然現象に伴う地質環境

の変化を予測・評価する手法を整備する」ことを目標に掲げている。また，資源エネルギー庁を中心に設

立した地層処分基盤研究開発調整会議の全体計画のフェーズ 2 では，平成 24 年頃までに「精密調査の

前半に相当する地上からの調査に関わる技術基盤の確立」を目標としていることから，今後 5 ヶ年の調査

技術の開発・体系化については，精密調査の前半に必要となる地上からの調査技術に重点を置いて進

めていくことが必要となる。さらに，全体計画のフェーズ 3 では，平成 20 年代後半頃までを目途に，「精密

調査の後半に相当する地下施設を活用した調査に関わる技術基盤の確立」を目標としていることから，

第 2 期中期計画後半においては，地下施設を活用した調査に係る技術基盤の整備にも着手していく。 

一方，将来の地質環境の予測・評価手法については，将来十万年程度の期間を対象に研究開発を進

めているが，一般に，過去に遡るほど自然現象の記録が乏しくなることから，対象とする期間が長くなれば

なるほど予測に伴う不確実性も増大していく。そのため，今後の長期予測・影響評価モデルの開発に際

しては，自然現象を発端とする様々な地質環境への影響に係るシナリオについて，そのシナリオの発生

する可能性と地質環境への影響の大きさ（地下水流動や水質の変動幅）のみならず，予測結果に内在す

る不確実性を併せて示していくことが重要となる。 
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(3)今後 5 ヶ年の達成目標 

①調査技術の開発・体系化 

調査技術の開発・体系化については，サイトが有する地質環境が最終処分法による段階的な処分地

の選定要件や原子力安全委員会による環境要件等に適合するか否かを判断するための情報（データ）

を概要調査等を通じて取得するための技術基盤を整備するものである。特に，活断層や第四紀火山等

の存在が文献調査の段階で確認できない場合には，概要調査の段階で地表踏査，物理探査，トレンチ

調査等によって，これらの存在を確認することが求められており，そのための調査技術の開発は喫緊の課

題である。そのため，第 1 期中期計画では，空中レーザー計測や DEM の解析によって微細な断層変位

地形を検出する手法 1)や地下深部のマグマや高温流体等の存否を確認するため地震波速度構造，比抵

抗構造，地下水中の希ガス同位体比等のデータを組み合わせた総合的な解析手法を提示した 2)。以上

のように，第 1 期中期計画では，火成活動および隆起・侵食／気候・海水準変動に関する地上からの調

査に係る技術基盤はおおむね整備されていると考えられる。第 2 期中期計画では，断層運動のうち特に

変動地形が明瞭でない活断層の認定や地下深部の震源断層を確認するための技術のほか，将来の断

層の伸長，破砕帯の拡大等を検討する際の科学的知見となる断層の成熟度を明らかにするための調査

技術の開発を目指していく。また，ボーリング孔や坑道等といった地下で遭遇した断層の活動性の評価

ができるよう断層岩の物質科学的な特徴と放射年代値との関連性についての検討を進めていく。 

 

②長期予測・影響評価モデルの開発 

地層処分における将来予測については，過去から現在までの現象の変動傾向から将来を外挿する方

法が基本となる。特に変動シナリオに基づく安全評価に必要となる予測・評価では，将来の断層運動や

隆起・沈降によって生じる地形・地質構造の変遷やそれに伴う地下水流動や水質の変動幅を示していく

ことが不可欠となる。日本列島では過去十万年程度までの地形学的情報が比較的多く得られることから，

将来数万年程度の地質環境の変化を外挿法によって，ある程度の信頼性をもって予測・評価できると考

えられる。しかしながら，過去十万年より古い時代の地形学的情報を得ることは極めて困難であることから，

十万年を超えるような時間スケールでの予測・評価は，地質学的な情報に頼らざるを得ない。第 2 期中期

計画では，主に地質学的情報によって様々な時代の地形・地質構造の復元を行い，それらを場のモデル

として地下水流動や水質を復元するといった古水理地質学的なアプローチ 3)によって，過去から現在ま

での地質環境の変化の傾向を把握するための一連の調査・解析・評価技術を提示していく。なお，これら

の経験則に加えて現象のメカニズムや地質環境の変化に至るプロセスを考慮した数値シミュレーションに

よる科学的信頼性の向上を図っていくことも重要となる。第 1 期中期計画では，地質分布や活構造区ごと

の隆起速度を考慮した従順化モデルを作成し，大局的な地形の変化とそれに伴う地下水流動を推定す

る数値シミュレーション技術 4）を開発しているが，第 2 期中期計画では，地形学的情報により過去の地形

を復元し，それを起点としたシミュレーションによって現在の地形がどの程度再現できるかを確認していく

ことによりシミュレーション技術の妥当性を提示していく。 

 

③年代測定技術の開発 

将来予測の信頼性を向上させるためには，過去の自然現象の発生した時期やその変動の傾向・速度

を精度良く把握することが不可欠である。そのため，放射年代測定法を含めた編年技術を整備していくこ
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とが重要となる。第 1 期中期計画では，東濃地科学センターで保有するタンデム型加速器質量分析計を

用いて少量の生物体試料を用いた 14C 年代測定技術の開発を行った。一方，四重極型質量分析計を用

いた(U-Th)/He 年代測定システム 5)および希ガス質量分析計による K-Ar 年代測定システムの整備を進

めた。第 2 期中期計画では，10Be 年代法による岩石の露出年代や(U-Th)/He 年代法および K-Ar 年代

法による断層の活動年代を決定するため，試料調整法の改良等を含めた年代測定技術の開発を進めて

行く。 
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2） Umeda et al. (2007) J. Geophys. Res., 112, B05207 
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5） Yamada et al.(2008) Geochim. Cosmochim. Acta, 72, A1050.  
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表 「地質環境の長期安定性に関する研究」の今後 5 ヵ年の研究開発課題 

研究課題名 目的 実施内容 反映先

１．変動地形が明瞭でない
活断層等に係る調査技術
の開発

概要調査等において低活動性の断層
や伏在断層等，一般の活断層の調査
技術が適用できない断層を識別するた
めの調査技術を提示

活断層および地質断層のほか，断層のタイプや規模，活動性等
の異なる断層から放出されるガスの主成分・同位体化学組成の
特徴を明らかにするとともに，変動地形の明瞭でない活動層を
検出するための地球化学的指標を提示する。

２．断層の発達段階の評価
に係る調査技術の開発

既存の断層の伸長や破砕帯の拡大の
影響を回避するため，サイト近傍の断
層からの離間距離を適切に設定するた
めの科学的な判断根拠として，概要調
査等によってそれぞれの断層の発達
段階を明らかにするための調査・評価
技術の提示

断層近傍の地球物理学的データ（震源分布，発震機構解等）と
地形・地質学的データ（断層の連続性・長さ，活動開始年代，変
位速度等）を統計的に解析し，発達段階の分類に係る試案を提
示する。

３．地下で遭遇した断層の
活動性に係る調査技術の
開発

坑道やボーリング等で遭遇した断層の
活動性（非活動性）を示すための調査・
評価技術の提示

断層岩に含まれる自生雲母粘土鉱物のK-Ar年代，割れ目を充
填する炭酸塩鉱物のU-Th年代，He年代や他の断層との切断関
係から最新の活動年代を推定する手法および断層の上盤と下
盤のジルコンやアパタイトの放射年代測定に基づく垂直変位速
度を推定する手法を提示する。

●地下施設を利用し
た調査において必要
とされる技術基盤

４．地殻内の震源断層等に
係る調査技術の開発

将来の地層処分システムに重大な影
響を及ぼす可能性がある現象（地殻内
の震源断層，高温流体等）を予め検出
するための調査技術の提示

震源断層や高温流体等によって引き起こされる地殻内の不均質
構造を高分解能・高精度で把握するための地球物理学的手法
を構築する。当面は，微小地震の震源決定精度の高度化および
MTデータの三次元比抵抗構造解析手法を整備する。

●地上からの調査に
おいて必要とされる
技術基盤
●処分場の閉鎖後の
モニタリングに係る技
術基盤

５．内陸部の隆起・侵食速
度の算出に係る調査技術
の開発

内陸部において河成段丘が発達して
いない地域（TT法の適用が困難な場
所）の隆起・侵食量の調査技術の提示

河成段丘の発達が乏しい西南日本にも多く分布する旧河谷堆
積物を用いて，その編年と標高に基づき隆起速度を推定する調
査技術を提示する。

●地上からの調査に
おいて必要とされる
技術基盤

１．地形変化シミュレーショ
ン技術の高度化

地下水流動や水質を支配する将来の
地形の変化を予測・評価するための手
法の提示

第１期中期計画において開発した拡散モデルに基づく地形変化
シミュレーション技術の妥当性を評価するため，地形・地質デー
タから復元した過去の地形を起点としたシミュレーションによる現
在の地形の再現性を検討する。

２．地質断層の再活動等に
係るシミュレーション技術の
開発

現在の地殻応力場の下で（地殻応力
場が変化したケースも想定）既存の断
層の伸長や地質断層の再活動の可能
性を評価するための手法の提示

有限要素法などによる連続体モデルや粒状体モデルに基づく
三次元数値シミュレータ（例えば，FLAC3D，PFC3D）を用い，複
数の仮想的なモデル計算により地質断層の再活動や活断層の
分岐や進展の範囲を感度解析的に示す。

３．地殻変動に伴う熱水活
動の形成に係るモデルの
開発

断層運動を含む将来の地殻変動に
よって現在の地温勾配，地下水流動や
水質の変化を予測・評価するための手
法の提示

第１期中期計画において開発した高温・高圧領域を対象とした
熱・水連成シミュレータ等を用いて断層運動に伴う地下深部の
破砕帯の形状や透水性の変化による熱水系の形成や温度構造
の変化を感度解析的に示す。

４．超長期における予測・評
価手法に関する検討

将来十万年を超えるような超長期につ
いて，外挿法による予測・評価の妥当
性を検討するための過去の地質イベン
トの識別分解能に係る科学的知見の
提示

断層運動，火山活動，隆起・侵食，気候・海水準変動について，
これまでの研究事例のレビューを行い，それぞれの地質イベント
の編年の精度と分解能の違いを時代別・地域別に整理する。

５．古水理地質学的アプ
ローチによる地質環境の変
化の予測・評価手法の開発

将来の地質環境の安定性を検討する
ための基盤として過去十～百万年オー
ダで広域的な地質環境を概括的に再
現するための一連の調査・解析・評価
手法の提示

過去十～百万年オーダで広域的（百km四方）な地形・地質構造
を復元するとともに，それを場のモデルとして過去から現在まで
の地下水流動や水質の変化の幅を時代別に整理する。

１．加速器質量分析計を用

いた10Be年代測定法の実
用化

岩石からのBe抽出法の検討を含む試料調整法を確立するととも
に，試料調整から質量分析計による定量までの一連の年代測定
のルーチン化を行うとともに，装置のバックグラウンドの低減や
ビームの安定化を図る。

２．四重極型質量分析計等
を用いた（U-Th)/He年代測
定法の実用化

ジルコンより閉鎖温度の低いアパタイトの単粒子の(U-Th)/He年
代測定法を実用化するとともに，年代の評価で重要となるα放出
補正法を最適化する。

３．希ガス質量分析計等を
用いたK-Ar年代測定法の
実用化

純水及び重液を用いた高精度の遠心分離により自生雲母粘土
鉱物を0.1 μm以下のサイズまで純化する手法を確立するととも

に，感度法によるK-Ar年代測定法を適用する。

４．高分解能のテフラ同定
手法の開発

火山ガラスが変質，風化・消失したテフラを同定する技術として，
残存鉱物である石英や斜長石中に含まれるメルトインクルージョ
ンの化学組成によってテフラを同定する手法を開発する。

●地上からの調査に
おいて必要とされる
技術基盤

●変動シナリオを考
慮した安全評価に係
る技術基盤

①
調
査
技
術
の
開
発
・
体
系
化

14C年代法では困難な数万年より古い
時代の地質イベントを精度良く識別で
きる編年技術の提示

③
年
代
測
定
技
術
の
開
発

②
長
期
予
測
・
影
響
評
価
モ
デ
ル
の
開
発

●地上および地下施
設を利用した調査に
おいて必要とされる
技術基盤

 

※なお，詳細な内容については，梅田ほか（2010）＜「地質環境の長期安定性に関する研究」基本計画 

第 2 期中期計画（平成 22 年度～平成 26 年度），JAEA-Review 2010-030，48p.＞を参照されたい。
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5. ポスターセッション発表資料 

 

（1）地質環境の長期安定性に関する研究 

① 調査技術の開発・体系化 

② 長期予測・影響評価モデルの開発 

③ 年代測定技術の開発 

 

（2）超深地層研究所計画 

① 地質・地質構造に関する調査研究 

② 地下水流動に関する調査研究 

③ 地下水の地球化学に関する調査研究 

④ 岩盤力学に関する調査研究 

⑤ 第 3 段階の調査研究計画    

⑥ 瑞浪超深地層研究所における工学技術に関する研究    

⑦ 瑞浪超深地層研究所の建設状況  

 

（3）共同研究等 

① 産業技術総合研究所との共同研究 －地球化学環境変動要因としての地下微生物の影響評価手法

の技術開発と高度化－ 

② 京都大学との共同研究 －地質構造発達プロセスに基づく地質モデリング技術の開発－ 

③ 地下水中のコロイド試料採取・分析手法の確立 

 

（4）瑞浪超深地層研究所を利用した研究 

① 断層近傍における能動的揚水実験によって生じた歪変化 
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